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■ 九州地方のほぼ中央に位置し、古くから九州の行政、交通、経済の拠点として発展 

■ 多彩な農林水産業、半導体関連産業や自動車関連産業などが展開 

■ 特に、農業では平成２５年の生産農業所得は、１，１６７億円で、九州で１位、全国でも４位 

■ また、平成２５年の１戸当たりの農業所得は５８４万円で、一般世帯と同等の所得を確保 

熊本県の人口（平成26年）・面積（平成26年） 
・産業構成（平成22年度） 
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４４ 

・花巻・石垣 

成田、羽田、小牧、中
部、伊丹、関西・天草、
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国内外９地域(週3便) 

釜山・熊本・長崎・三池・薩摩川内 
・下関・門司・響・志布志 

国内外11地域(週3便) 

 
 
 



  地震の概況 
   

文化財被害：900億円 

■ 震度７の地震が立て続けに２回発生（観測史上初） 

■ 一連の地震で震度６以上の地震が７回発生（観測史上初） 

■ 余震の発生回数（累計）は、９月３０日現在で、４，０００回以上 

  ※発災から15日間での余震回数 

    熊本地震 １，０２８回、阪神・淡路大震災 ２３０回、新潟中越沖地震 ６８０回） 

【地震の概況】 



出典：気象庁 

前震 

■前震：日奈久断層帯の高野—白旗間の活動 横ずれ断層型 

■本震：布田川断層帯の布田川区間の活動 横ずれ断層型 

                         （地震調査研究推進本部） 

本震 

  地震の概況 
     

【震源（熊本地方）付近の状況】 



  

（１）人的被害  

＜死者の内訳＞ 

① 警察が検視により確認している死者数     ５０人 

② 震災後における災害による負傷の悪化又は身体的負担による 

  疾病により死亡したと思われる死者数    ５６人 

③ ６月１９日から６月２５日に発生した豪雨被害のうち熊本地震と 

  の関連が認められた死者数           ５人 
 

（２）住家被害  

６月１９日から６月２５日に発生した豪雨被害のうち熊本地震との 

関連が認められたものを含む 

（全壊１３棟、半壊１０４棟、床上浸水１４２棟、床下浸水４５１棟、 

 一部損壊８棟、分類未確定２棟） 

（３）避難所及び避難者数  

避難所 １３箇所、避難者数４７１人 ピーク時： 避難所８５５箇所、避難者１８３，８８２人（４月１７日時点） 

■平成28年9月14日時点の数値であり、今
後、被害の詳細が明らかになるに連れて変
動する可能性があります。 



※１ 

平成28年9月14日時点の数値
であり、今後、被害の詳細が明
らかになるに連れて変動する可
能性があります。 

※2 

国直轄分は、九州地方整備局
分の総額。 

※3 

国土交通省平成28年度二次補
正予算要求額のうち、熊本地震
により被災した西日本高速道路
株式会社が管理する高速道路
の災害復旧事業費を計上。 

  

熊本県調べ ※1 
（４）県内における被害額（試算） 



○ 震度６弱以上の地震が７回、うち震度７は２８時間内に２回発生（観測史上初）  

○ 震度６弱以上の大地震に見舞われた県民は本県人口の８３％に及び、少なくとも県民
の１０％以上が避難（阪神･淡路大震災の約２倍） 

  

熊本地震の規模、県全体に与える影響は、既に阪神･淡路大震災級 
～未だ余震活動が活発であり、県民生活・経済の早期復旧の大きな足かせ～ 

地震・被害の規模  ※熊本地震の余震は９月３０日現在で４，０００回以上。 

■※１ 避難者数は、指定避難所数の人数であり、避難所以外の車中泊等の人数は含まれない。 



  

（１）阿蘇大橋付近の被災状況（南阿蘇村） 

【被災前写真提供】 国土地理院 

俵山ルートと併せ九州の横軸となる阿蘇・大分方面の主要ルートが完全に 

寸断阿蘇地域が孤立状態に 

山腹崩壊により通行不能となった国道57号線、落橋した阿蘇大橋(約200m) 



  

（２）県管理道路等の被害状況 

 道路破損 道路陥没 

県管理道路全面通行止最大１１５ヵ所～物流ルートが国道３号に集中し物流停滞～ 



  

（２）県管理道路等の被害状況 

主要地方道熊本高森線の被災状況（西原村）  



  

（３）農地の被害状況 

農地の亀裂 農地の隆起 



  

（４）建物被害 

建物被害約17万棟 
（全壊8,400棟以上） 

県内有数のアーケード街も被災 

商業施設被害例 
 健軍商店街 



  

（５）文化財被害 

文化財被害例 
 熊本城 

県内の指定文化財等355件が被災 
（国98件、県57件、市町村200件） 



  

電
力
の
復
旧 

＜関係機関による迅速な救出活動＞ 

○自衛隊、警察、消防との連携により 
 72時間以内に約1,700名を救出 

＜国によるプッシュ型支援＞ 

○被災地からの要請前に物資の送り 
 こみ（4/17~5/6：約260万食）  
 ⇒ 県民の安心感向上に寄与 

＜ライフラインの早期復旧＞ 

○全国規模の支援体制が整備 
  電力：4/20復旧、ガス：4/30復旧 
  水道：5/8時点で99%復旧 

物
資
拠
点 

救
出
活
動 

「避難所」での避難生活 



■ 過去最大規模の予算編成  平成２８年度９月現計 １兆３，３９３億円 

■ ４月１４日の発災後、速やかな復旧・復興をはかるため、被災者の救済と再建等に係る補正予算 

 を４月２７日に編成。これまで、１１度の補正予算による予算措置を実施。 

（単位：億円） （単位：億円） 

■各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合があります。 



総額5,205億円 
（平成28年9月 

補正後） 

その他 
（587億円、

11%） 

〈主な事業〉 

 災害救助事業 【740億円】 

 ・ 応急仮設住宅の設置      4,600戸 

 ・みなし仮設住宅の借上げ 14,600戸 

 ・避難所の設置、運営                    等 

 災害廃棄物の処理 【70.9億円】 

 被災者の見守りや生活支援等を行う 

 地域支え合いセンターの設置運営支援 

  【4.9億円】 

〈主な事業〉 

 熊本地震復興基金への積立 

     【523.2億円】 

 熊本～阿蘇方面間の通学バスの運行 

     【1.9億円】 

 公立小中高等学校へのスクールカウン
セラーの配置  【1.1億円】 

被災者の救済、 
生活支援 

（833億円、16%） 

〈主な事業〉 

 中小企業の施設等復旧（グループ補助
金） 【1,201.7億円】 

 中小企業の資金繰り支援 

  【372.3億円】 

 観光業の復興支援（割引付き旅行プラン
等の販売） 【65.6億円】 

 

〈主な事業〉 

 道路、河川、砂防設備等の復旧 【901.1億円】 

 農地、農業用施設（ため池、用水路等）の復旧【310.5

億円】 

 社会福祉施設（老人福祉施設、児童福祉施設等）の
復旧 【53.2億円】 

 県立学校の復旧 【38.5億円】 

 文化施設（県立劇場、美術館等）の復旧 

  【21.3億円】 

 産業展示場（グランメッセ熊本）の復旧  

  【15億円】 

 体育施設（藤崎台県営野球場、県立体育館等） の復
旧 【 12.4億円】 

総額 

5,205億円 



  提言１ くらし・生活 ～住民に寄り添い、住民との協働による復興 
 提言２ 地域産業  ～従来の枠組みにとらわれない広がりのある復興 
 提言３ 熊本城と阿蘇 － 人類的資産 ～次世代に継承する復興 
 提言４ 社会基盤  ～将来の躍進を見据えた復興、次の災害に備える復興 
 提言５ 復旧・復興に向けて ～「オール熊本」による柔軟な復興、国・国民合意による復興 

くまもと復旧・復興有識者会議からの提言 
 〇熊本の創造的復興と更なる発展に向けて 
   ■平成28年熊本地震からの復旧・復興にあたり、今後の熊本の更なる発展の礎となる「創造的復興」の具体化を図るため、「くまもと復旧・ 

    復興有識者会議」を開催。 

   ■過去の大規模災害からの復興等に関し、知見を有する有識者の参加を得て、２回の会議と被災地視察を行いました。そして、平成28年 

       ６月19日、五百旗頭真座長から創造的な復興の実現に向けた５分野（20項目）からなる提言をいただいた。 

【構成メンバー】 
  座  長 五百旗頭 真  熊本県立大学理事長、神戸大学名誉教授 
  座長代理 御厨  貴   青山学院大学特任教授、東京大学名誉教授 
  委  員 金本 良嗣   電力広域的運営推進機関理事長、東京大学名誉教授 
  委  員 河田 惠昭   関西大学社会安全研究センター長・特別任命教授 
  委  員 古城 佳子   東京大学大学院総合文化研究科教授 
  委  員 谷口 将紀   東京大学大学院法学政治学研究科教授 
  委  員 坂東 眞理子  学校法人昭和女子大学理事長 

〔H28.６.５開催の有識者会議の様子〕 〔H28.６.19提言書手交の様子〕 

  



  

               

       Ⅰ 被災された方々の痛みを最小化する  
           Ⅱ 単に元あった姿に戻すだけでなく、創造的な復興を目指す 
           Ⅲ 復旧・復興を熊本の更なる発展につなげる 

     
 

今後の 
「震災復興モデル」 
    となるために 

復旧･復興 
 の３原則 

 
 

  
 （Hope） 
 

 

 
 

平成２８年熊本地震からの復旧・復興プラン【概要版】 

 
 
 

 

 新たな熊本の創造に向けた概ね４年間の取組み等（※別紙） 

 
 

 
 

 
  
   

 次代を担う力強い地域産業の創造  
   ～地域の活力と雇用を再生する～ 

 安心で希望に満ちた暮らしの創造 
   ～安心・希望を叶える～ 

 未来へつなぐ資産の創造   
   ～未来の礎を築く～ 

 世界とつながる新たな熊本の創造  
   ～世界に挑み、世界を拓く～ 

⑦ 競争力ある農林水産業の実現 

⑧ 県経済を支える企業の再生・発展 

⑨ 自然共生型産業（アグリ・バイオ・ヘルスケア等）を 

    核としたオープンイノベーション機能の確立 

⑩ 地域資源を活かす観光産業の革新・成長 

⑪ 地域を支え次代を担う人材確保・育成 

 

⑫ 空港・港の機能向上によるアジアに開くゲートウェイ化 

⑬ 世界と熊本をつなぐヒト・モノの流れの創出 

④ 災害に負けない基盤づくり 

⑤ 地域の特性を活かした拠点・まち・観光地域づくり 

⑥  くまもとの誇りの回復と宝の継承 

 

① 家族や地域の強い絆が息づく地域づくり 

② 安全安心で暮らし学べる生活環境づくり 

③ あらゆる状況に備える医療・福祉提供体制の構築 

   

 
 
  

 痛みの最小化を目指した早急な対応(主に平成28年度の取組み） 

 
 

 
  
   

 
 

 くらし・生活の再建 ～ 被災者に寄り添い、すまい、医療・福祉、教育など県民生活を再建 ～ 

■ 国や市町村など多様な主体との連携・協力   

○国との連携                 ・・・国直轄事業の実施を含め、技術・人材・財源等で国と県が緊密に連携 

○市町村との連携           ・・・被災市町村の復興計画の策定や着実な推進を支援、地域の振興計画とも連携 

○県内外の多様な主体との連携 ・・・県民、地域組織、ボランティア団体、産業界、教育機関、金融機関等の総力を結集 

■ 復興財源等の確保 

○復旧・復興事業への人材と財源の重点化、及び国に対する財政支援要望 

■ プランの進行管理  

○平成28年熊本地震復旧・復興本部を中心としてＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

 避難所の運営支援（要配慮者支援等） 

 仮設住宅の提供（「みんなの家」整備、利便施
設設置、交通手段確保を含む） 

 宅地の復旧、耐震化支援 
 経済的困窮者や子供の支援 
 震災離職者等の就労支援 

 損壊家屋等の公費解体及び災害廃棄物処理 
 学校施設復旧・再開、心のケアと学力確保 
 医療・福祉施設復旧、被災者の健康・心のケア 
 出産・子育て環境の回復 
 南阿蘇村立野地区における寄添い支援 
 東海大学農学部阿蘇キャンパスの再開支援 

 被災道路の応急復旧及び本格復旧着手 
 国道57号・阿蘇大橋復旧方針決定、俵山 
   ルート年内仮復旧 
 南阿蘇鉄道、JR豊肥本線の復旧推進 
 市町村庁舎など防災拠点の復旧支援 

 

 「熊本都市圏東部地域グランドデザイン 
   （大空港構想NextStage）」の策定 
 広域防災拠点の機能強化 
 国民参加による熊本城復旧の推進 
 阿蘇の草原など自然・景観の再生推進 

 

 風評被害対策、観光産業の再生 
 農地・農業用施設の復旧、営農支援 
 応援気運を捉えた農林水産物の販路拡大 

 グループ補助金等による地域産業の再生 
 サプライチェーンの回復、企業BCP支援 

 「熊本都市圏東部地域グランドデザイン 
     （大空港構想NextStage）」の策定 

 熊本港、八代港の機能強化と利用促進 
 国際人材の育成、活動支援 

 社会基盤の復旧 ～ 道路・鉄道、阿蘇・熊本城、防災拠点など「くまもと」の基盤を再生 ～ 

 交流機能の回復 ～阿蘇くまもと空港、熊本港、八代港などの復旧と機能を強化 ～ 

 地域産業の再生 ～風評被害対策の実施、 観光産業、農林水産業、商工業などを再生 ～ 

■ 災害対応の検証を踏まえたプランの見直し 

○検証結果をプラン改訂に反映 

○「創造的復興」のモデルとして全国に発信する 

  とともに、災害対応の教訓等を後世に伝承 

  

  県民の総力を結集し、  

   将来世代にわたる県民総幸福量を最大化する 

熊本の将来像 

        Ⅰ 住民に寄り添った協働による復興  Ⅱ  創造的復興  Ⅲ 次代に継承する復興   
            Ⅳ 次の災害に備える復興       Ⅴ 国・国民合意による復興 有識者会議 

基 本 理 念 

災害に強く 
 
誇れる資産を 
次代につなぎ  
夢にあふれる 
新たな熊本 

 
○将来が夢にあふ 
  れ、希望に満ち 
  た熊本 
   （Hope） 
 
○災害に強く、 
  安全安心に 
   生活できる熊本  
  （Safety） 
 
○熊本の宝が継承 
   され、誇りに満ち 
   た熊本 
  （Pride） 
 
○経済的に安定し、 
   躍動する熊本 
  （Economy）  

たから 

Ｃ 2010熊本県くまモン 

H28.10.3 改訂（H28.8月策定） 



平成２８年熊本地震からの復旧・復興プラン【概要版】 

 
 
 

 

 新たな熊本の創造に向けた概ね４年間の取組み等 

 
 

 
  
   

 （１）安心で希望に満ちた暮らしの創造 
    ～安心・希望を叶える～ 

 （２）未来へつなぐ資産の創造   
    ～未来の礎を築く～ 

 （３）次代を担う力強い地域産業の創造  
    ～地域の活力と雇用を再生する～ 

施策７ 競争力ある農林水産業の実現 
 ◆農地の大区画化、農地集積、「熊本広域農場構想」の展開 

 ◆熊本型農業者育成の仕組み構築、収益性の高い次世代型農業の展開 
 ◆森林経営強化、流通体制整備、CLT等の新技術活用による需要拡大 
 ◆漁場の環境改善、ノリ養殖等の協業化推進、新たな養殖技術の確立 

 ◆選果場等の再編整備、農林水産物のＰＲ、学校給食等での地産地消 

 

施策８ 県経済を支える企業の再生・発展 
 ◆ICT・IoT・AI活用によるサービス産業をはじめとした企業の生産性革命 
 ◆リーディング企業の創出及び株式上場の支援 
 ◆半導体・自動車関連や医療・食品関連等の成長分野を対象にした企業誘致 

 ◆事業継続計画（BCP)策定による災害に強い体制構築の促進 

   

施策９ 自然共生型産業を核としたオープンイノベーション機能の確立 
 ◆自然共生型産業（アグリ・バイオ・ヘルスケア等）など新事業創出支援 
 ◆クラウドファンディングを活用した「ふるさと投資」による企業支援 

   
施策10 地域資源を活かす観光産業の革新・成長 
 ◆熊本城の復元過程を活用したツアー等による新たな誘客の促進 

 ◆「くまもと版DMO」による滞在型観光の更なる推進 
 ◆ホテル・旅館等の復旧と高付加価値化の取組みの支援 
 
施策11 地域を支え次代を担う人材確保・育成 
 ◆ＵＩＪターン就職支援センターによる人材確保 

 ◆ブライト企業の認定による若者の県内企業への就職促進 
 ◆医療・福祉、建設・交通分野など地域を支える人材の確保・育成 

 
 

 （４）世界とつながる新たな熊本の創造  
    ～世界に挑み、世界を拓く～ 

施策12 空港・港の機能向上によるアジアに開くゲートウェイ化 
 ◆「大空港構想 NextStage」に基づく空港の機能強化等の推進 

 ◆年間70隻以上のクルーズ船寄港実現と県内各地への効果波及 
 ◆耐震強化岸壁の整備など熊本港・八代港の海外展開拠点化の推進 

 
施策13 世界と熊本をつなぐヒト・モノの流れの創出 
 ◆くまモンを活用した「KUMAMOTO ブランド」の世界展開 

 ◆女子ハンドボール世界選手権大会やラグビーワールドカップの開催 
 ◆“英語教育日本一”、留学・進学支援によるグローバル人材育成 

施策４ 災害に負けない基盤づくり 
 ◆幹線道路ネットワークの整備などリダンダンシーの確保 

 ◆道路、河川等の社会資本等の強靭化 
 ◆防災拠点となる庁舎等の耐震化・機能充実 
 ◆震災ミュージアム等のあり方検討 

 

施策５ 地域の特性を活かした拠点・まち・観光地域づくり 
 ◆熊本都市圏東部地域等の復興のまちづくり 
 ◆「九州を支える広域防災拠点構想」に基づく拠点施設機能強化 

 ◆地域資源の発掘・磨き上げ等による観光地域づくり 

 

施策６ くまもとの誇りの回復と宝の継承 
 ◆熊本城や阿蘇神社など文化財の修復 

 ◆阿蘇の草原再生、地下水と土を育む取組みの推進 

 

施策１ 家族や地域の強い絆が息づく地域づくり 
 ◆「すまい」再建・災害公営住宅建設・住宅耐震化・宅地復旧の推進 

 ◆「みんなの家」整備などコミュニティ形成支援 
 ◆「地域支え合いセンター」設置・運営支援 
 ◆南阿蘇村立野地区寄添支援、東海大学阿蘇キャンパス再開支援 

 ◆買い物弱者や三世代同居の支援など集落生活圏形成の推進 

 

施策２ 安全安心で暮らし学べる生活環境づくり 
 ◆被災者や生活困窮者の生活再建支援 

 ◆学校の耐震化、防災拠点・避難所としての機能整備 
 ◆“子ども食堂”などと連携した子供の居場所づくり等の支援 
 

施策３ あらゆる状況に備える医療・福祉提供体制の構築 
 ◆医療・社会福祉施設の耐震化など防災対策促進 

 ◆「くまもと暮らし安心システム」（地域包括ケア等）の構築 

H28.10.3 改訂（H28.8月策定） 



取組み事例 
＜くらし、生活の再建＞ 生活の支援・住まいの確保 

みんなの家 木造仮設住宅 

仮設住宅の着工状況等(10月11日現在) 

みなし仮設住宅の受付件数 
                 (10月1４日現在) 

住宅の配置を工夫し、通常の敷地面積の1.5倍の 
「ゆとり」 
県産木材や県産畳を使用し、「あたたかさ」に配慮 
ペットの受け入れ対応など、入居者の実生活に配慮 

被災者の孤立等を防ぎ、住民や地域のコミュニケーションが
生まれやすい環境を確保するため、県産木材や県産畳を使
用した「みんなの家」(集会所・談話室)を整備。併せて、自
治会役員や民生委員等の被災者支援に携わる方々を集め
た研修会等に、アドバイザー派遣事業も実施。 
 

建設予定戸数 

４,３０３戸 

工事完了戸数 

４,１５５戸 

入居済戸数(10/11現在) 

３,８８９戸 

４月２９日の西
原村、甲佐町を
皮切りに、１６
市町村で着工 

１０,６９２戸 



取組み事例 

熊本と阿蘇をつなぐ道路の復旧（国道57号・阿蘇大橋・俵山ルート） ＜社会基盤の復旧＞ 

九州地方整備局熊本河川国道事務所資料より 

阿蘇大橋架け替え 



＜地域産業の再生＞  農地・農業用施設の早期復旧及び大区画化や農地集積と併せた基盤整備 

取組み事例 

〇単なる原形復旧ではなく、未来につながる基盤整備を実施 
 

 ・ 被災農地を含む広範囲の基盤整備で、大区画化を推進。 
 ・ 担い手（地域営農組織）へ農地を集積、農家負担も大幅に軽減。 
 ・ 汎用化（排水対策）で、水田＋畑（麦、大豆、露地野菜等）での所得アップ。 



＜地域産業の再生＞ 観光産業の早期回復と新たな観光戦略の展開 

 ナショナルパーク 

「阿蘇くじゅう国立公園」がナショ
ナルパークジャパン構想のモデル
箇所に選定 

 「天草の﨑津集落」 

取組み事例 

「九州ふっこう割」 

国際スポーツ大会の開催 

 熊本城の復元 

日本遺産 

   「人吉球磨地域」 

 
女子ハンドボール 
世界選手権大会 

 
ラグビー 
ワールドカップ 

  県内各地の観光資源の発掘・磨き上げ 



（＊）臨時財政対策債等残高：地方交付税と同じく一般財源となる臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債（交付税措置のある75%分に限る。）の残高合計。 

（注）県債残高については、「チッソ株式会社に対する貸付けに係る県債償還等特別会計」等の特別会計（公債管理特別会計を除く。）に係る分を除く。 

（億円） 
（億円） 

（参考資料） 



平成２7年度 
歳入総額 

7,616億円【▲2.8%】 

■ 歳入は、平成２６年４月からの消費税率引上げの平年度化により地方消費税が増となった一方で、国の経済対策関 

 連基金事業の減による基金繰入金の減などにより減少。 

 

■ 歳出は、地方消費税交付金の増の一方で、国の経済対策による投資的経費の減などにより減少。 

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等い
わゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。 
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・県税 
1,977 【18.6%】 

【  】内は前年度増減率 

（単位：億円） 

・地方交付税 
2,176 【▲1.4%】 

・県債 
995 【▲4.4%】 

・国庫支出金 
1,162 【▲6.9%】 

・その他 
1,306 【▲21.7%】 

平成27年度 
歳出総額 

7,371億円【▲2.3%】 

・扶助費 
249 【3.6%】 

・人件費 
2,088 【0.2%】 

・公債費 
1,236 【0.3%】 

・補助費等 
1,868 【11.9%】 

（億円） 

・投資的経費 
1,277 【▲21.2%】 

・その他 
653 【▲5.6%】 

■ 歳入に占める県税、地方交付税等の一般財源の割合  

 は58.7%となり、前年度(53.9%)に比べ4.8ポイントの増。 

■ 県税は、平成26年4月からの消費税率引上げの平年  

 度化に伴う増、法人事業税の税率引上げに伴う増等に 

 より、全体で18.6%の増 

■ 地方交付税は、法人関係税の伸びによる基準財政収 

 入額の増等による普通交付税の減により、全体で1.4% 

 の減 

■ 国庫支出金は、医療介護提供体制改革推進交付金の 

 皆増の一方で、子育て支援対策臨時特例交付金の皆 

   減、普通建設事業費支出金の減等により、全体で6.9% 

   の減 

■ 県債は、退職手当債の増の一方で、臨時財政対策債 

 の減により、全体で4.4%の減 
7,616 

7,832 

7,664 

7,690 

8,227 

7,384 

7,406 

7,804 

7,547 

7.371 

■ 人件費は、期末勤勉手当の増、退職手当の増等に  

  より、全体で0.2%の増 

■ 投資的経費は、普通建設事業のうち補助事業費 

   が、連続立体交差事業の減等により、21.7%の大幅 

 減、また単独事業費が、防災情報通信基盤整備事業 

   の増   の一方で、地域の元気基金事業の皆減等によ 

  り、24.3%の大幅減となり、投資的経費全体で21.2% 

  の減となった。 

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。 

（グラフ左より） 

（グラフ左より） 



8,932  

10,323  

9,083  9,041  

9,248  

8,751  

8,265  

7,966  

7,631  

7,359  
7,473  7,484  7,415  

8,224  
8,358  

7,664  7,690  

8,227  

7,832  

7,616  

8,703  

10,096  

8,854  
8,696  

8,929  

8,463  

7,971  

7,710  

7,413  

7,192  
7,277  7,309  7,248  

7,978  
8,084  

7,385  7,406  

7,804  

7,547  
7,371  

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

歳入決算額 

歳出決算額 

■ 決算規模は、歳入・歳出総額ともに前年度に比べて減（歳入：前年度比△2.8％、歳出：前年度比△2.3％） 

 

■ 財政力指数は、景気回復に伴う県税収入の増などにより、0.018ポイント改善 

 

■ 経常収支比率は、子ども子育て支援新制度移行に伴う施設型給付費補助金の増などにより、0.3ポイント増加。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     

（＊）普通会計：全予算会計の中から病院、電気、下水道事業等 

   いわゆる「公営事業会計」に属するものを除いたもの。 

（億円） 

（注）平成12年までは、チッソ県債借換という特殊事情（平成９年度）を除くと8,000億円台で推移。その後、国の地方財政対策の縮小や
県の財政健全化計画に基づく取組み等により減少傾向に転じ、平成17年度から平成20年度は7,000億円台前半まで減少。しかし、平成
21年度および平成22年度は、大型の経済対策等の実施に伴い8,000億円前後まで増加。平成23年度及び平成24年度はこれらの縮小
により7,000億円台となった。平成27年度は、歳入では、平成26年度からの消費税引き上げの平年度化により地方消費税が増となった

一方、国の経済対策関連基金事業の減による基金繰入金の減などにより減少。歳出は、国の経済対策による投資的経費の減などによ
り減少。 

（注） 

●実質赤字比率：3.75%以上→早期健全化団体、5%以上→財政再生団体 

●連結実質赤字比率：8.75%以上→早期健全化団体、15%以上→財政再生団体 

●実質公債費比率：18%以上→起債許可団体、25%以上→早期健全化団体、 

              35%以上→財政再生団体 

●将来負担比率：400%以上→早期健全化団体 



■ 地方公営企業とは、地方公共団体が直接、公共の利益を目的として経営する企業 

■ 熊本県では、地方公営企業法の適用を受ける公営企業として、以下４事業を経営 

■ 病院事業については、平成１５年度以来黒字を継続している。 

■ 工業用水道事業については、利用率が低く赤字継続だが、需要開拓等により赤字幅の縮小に努めている 

■ 電気事業については、平成２７年度はダム撤去費用（特別損失）の大幅減により純利益を計上 

■ 駐車場事業については、開業２年目以来黒字継続。平成２８年度から指定管理者運営に移行し、今後も安定経営 

区 分 
平成27年度 平成26年度 前年度増減 

収益 費用 純損益 収益 費用 純損益 収益 費用 純損益 

病 院 1,605 1,538 67 1,614 1,613 1 △9 △75 66 

工業用水道 1,099 1,107 △8 1,190 1,102 88 △91 5 △96 

電 気 1,607 1,337 270 1,582 1,590 △8 25 △253 278 

駐 車 場 131 79 52 129 82 47 2 △3 5 

合 計 4,442 4,061 381 4,515 4,387 128 △73 △326 253 

区 分 
平成27年度 平成26年度 前年度増減 

収入 支出 差引 収入 支出 差引 収入 支出 差引 

病 院 0 217 △217 0 212 △212 0 5 △5 

工業用水道 1,351 1,537 △186 1,435 1,715 △280 △84 △178 94 

電 気 472 1,186 △714 848 1,560 △712 △376 △374 △2 

駐 車 場 0 133 △133 0 1 △1 0 132 △132 

合 計 1,823 3,073 △1,250 2,283 3,488 △1,205 △460 △415 △45 

（単位：百万円） 

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。 



（注）各項目についての計数は、
表示単位未満を四捨五入したも
のであり、その内訳は合計と一致
しない場合がある。 

■ 熊本県道路公社は、松島道路の管理運営のみを行っており、経営状況は安定 

■ 熊本県住宅供給公社は、平成１０年度以降黒字であり、平成１６年度以降、新たな分譲団地の開発は行っていない 

■ 熊本県土地開発公社は、平成１９年３月に解散。 

■ 熊本県住宅供給公社は、平成２９年３月に解散予定。 

（単位：百万円） 



（注）（一社）熊本県
果実生産出荷安定
基金協会は、議会へ
の経営状況報告前
であるため、H27正

味財産増減額（当期
利益）等は未掲載で
ある。 

■ 毎年度、県が議会に経営状況を報告する必要がある団体は、①県が設立した住宅供給公社、道路公社、地方独立行政 

 法人②県が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２５％以上を出資もしくは債務を負担している一般社団法人、 

 一般財団法人、株式会社（平成２７年度決算では、以下の３２団体が該当） 

（単位：百万円） 

12,166,185 12,166,185 豊かな教養と高度な専門性を有する人材の育成　等 ▲ 207,784 2,439 181,468

335,000 117,000 マリーナ施設の建設及び経営　等 1,374 ▲ 1,389 ▲ 272,136

40,000 20,000 熊本県立劇場の管理運営 6,824 4,822 13,301

499,000 266,000 天草空港を拠点とする近距離国内線の運航　等 4,001 1,212 ▲ 260,681

200,000 57,000 阿蘇くまもと空港ターミナルビル入居者への賃室業　等(航空会社、飲食店等） 236,494 227,608 4,123,053

2,136,000 694,200 鉄道施設の改良工事及びその鉄道施設等の貸付 5,375 35,876 ▲ 818,280

1,560,000 620,500 旅客鉄道事業及び駐車場貸付等の関連事業 43,755 ▲ 212,690 ▲ 1,421,365

521,545 412,885 高齢者の生きがいと健康づくり推進のための啓発、スポーツ・文化振興、相談事業　等 ▲ 11,952 ▲ 6,359 82,508

50,000 20,000 県民の健康管理のための健康診断の実施　等 49,451 ▲ 8,192 1,527,403

288,331 105,000 角膜・腎臓提供希望者の登録及び臓器提供意思表示カードの配布　等 ▲ 818 1,102 4,865

4,500 2,000 生活衛生営業施設の経営指導員による各種経営、融資等の相談、指導　等 111 94 4,698

8,000,000 3,000,000 地域振興事業や「もやい直しセンター」の運営に対する助成　等 1,184,929 ▲ 5,841,879 94,366,463

6,000 2,000 産業廃棄物管理型最終処分場の運営 825,690 1,564,835 3,350,995

100,000 70,000 熊本テルサ（熊本勤労者総合福祉センター）の管理運営　等 ▲ 16,909 ▲ 9,391 286,977

2,907,395 2,100,000 県内の雇用環境の整備・改善の推進のための情報提供、研修、調査研究　等 41,888 48,297 3,185,015

50,000 22,000 ２輪・４輪・汎用機のエンジン部品の組み立て 17,504 20,197 148,580

683,930 310,000 新鋭設備を導入しようとする企業に対し、当該企業に割賦販売又はリース　等 ▲ 84,999 ▲ 97,375 6,617,778

1,002,000 500,000 新規起業や新分野進出企業の株式・新株予約権付社債の引受　等 ▲ 1,970 ▲ 6,068 736,613

1,070,000 535,000 新事業創出促進のための工場、研究室等の賃貸及び管理運営　等 5,620 7,076 18,885

20,000 20,000 熊本県伝統工芸館の管理運営　等 578 917 40,894

538,486 255,000 農地保有合理化による農業構造等の改善、預託育成による畜産経営改善　等 ▲ 838 5,900 159,755

123,970 60,000 国指定野菜に準じる特定野菜等の資金造成、価格の低落時に生産者補給金の交付　等 2,467 ▲ 31,077 366,772

348,900 100,000 温州みかんの需給及び価格安定のための需給調整、果樹農家の経営支援事業　等 － ▲ 4,763 93,911

389,130 160,000 畜産経営の安定的発展と畜産振興に必要な各種指導、畜産物価格の安定対策　等 1,882,053 3,068,042 10,599,835

17,100 7,700 林業振興及び森林の公益的機能の維持増進のための分収造林・育林事業　等 85,741 ▲ 26,819 105,635

3,015,930 2,582,106 林業従事者の就業環境整備のための経費助成、研修、相談・指導事業　等 49,865 129,500 11,941

590,000 190,000 水産動植物の種苗を生産し、県下の水産関係団体や協議会等に種苗を配付　等 ▲ 99 ▲ 2,116 190,010

1,505,000 1,505,000 松島有料道路の通行料金徴収及び維持管理　等 0 0 8,409

3,000 1,500 立野ダム建設に伴う水没地域のための助成事業　等 ▲ 105 ▲ 85 3,813

10,000 10,000 良好な宅地供給のための分譲、賃貸住宅管理、公営住宅等管理　等 1,503,171 35,954 4,489,094

3,300 1,000 県内武道の振興に関する事業、青少年の育成指導に関する事業及び熊本武道館の管理運営 1,511 913 7,257

563,190 436,808 暴力追放運動を推進するための広報啓発、暴排組織支援活動事業　等 ▲ 189 ▲ 171 28,820

団　　体　　名
基本財産
・出資金

県出資額

公立大学法人熊本県立大学

フィッシャリーナ天草（株）

（公財）熊本県立劇場

天草エアライン（株）

熊本空港ビルディング（株）

業　　務　　概　　要
H27正味財産増
減額（当期利益）

H26正味財産増
減額（当期利益）

基本財産を除く
正味財産

(未処分損益)

豊肥本線高速鉄道保有(株)

肥薩おれんじ鉄道(株)

（一財）熊本さわやか長寿財団

（公財）熊本県総合保健センター

（公財）熊本県移植医療推進財団

（公財）熊本県生活衛生営業指導センター

（公財）水俣・芦北地域振興財団

（公財）熊本県環境整備事業団

（一財）熊本テルサ

（公財）熊本県雇用環境整備協会

希望の里ホンダ（株）

（公財）くまもと産業支援財団

（一財）熊本県起業化支援センター

（株）テクノインキュベーションセンター

（一財）熊本県伝統工芸館

（公財）熊本県農業公社

（一社）熊本県野菜価格安定資金協会

（一社）熊本県果実生産出荷安定基金協会

熊本県住宅供給公社

（公財）熊本県武道振興会

（公財）熊本県暴力追放運動推進センター

（公社）熊本県畜産協会

（公社）熊本県林業公社

（公財）熊本県林業従事者育成基金

（公財）くまもと里海づくり協会

熊本県道路公社

（一財）白川水源地域対策基金



■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等により、県債発行額（通常債）は減少傾向だったが、平成２４年度 

 は九州北部豪雨災害の影響により発行額は増加。平成２６年度より減少に転じている。 

■ 平成２０年度まで、民間資金の割合は８割強で推移。平成２１年度以降、経済対策の実施や臨時財政対策債の増等に 

 より、公的資金の割合が増加したが、その後公的資金割合は減少傾向となり、平成２７年度では、民間資金の割合は 

 7割弱となった。 

■ 平成２７年度は、市場公募債を５００億円発行（うち３７８．５億円は借換債に充当） 

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる
臨時財政対策債、減税補てん債を除いたもの。 
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（グラフ上より） 

（グラフ上より） 

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。 
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■ 財政健全化の取組みにおける投資的経費の抑制等により、公債費の抑制を図っているものの、臨時財政対策債に係る 

 公債費の増等により、公債費は１，２００億円前後で推移 

■ 県で発行をコントロールできる通常債の残高は、これまでの財政健全化の取組みにより減少トレンドを維持 

■ 市場公募債の満期一括償還に備え、平成１８年度より県債管理基金に積立てを実施 

（＊）通常債：普通会計債から地方交付税と同じく一般財源となる
臨時財政対策債、減税補てん債を除いたもの。 

（億円） （億円） 
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（グラフ上より） 

（グラフ上より） 
（グラフ上より） 



■ 平成２８年度当初予算は、知事の改選期を迎えることから骨格予算として編成。熊本地震が発生したことを踏まえ 

 ９月補正予算での肉付け予算を基本に、６月と９月に分けて肉付け予算を編成した。 

 

■ 平成２８年度予算（肉付け等含む）※は、平成２７年度当初予算と比べると、３２０億円の増加となった。 

  これは、個人県民税が前年比３３億円増加するなど県税の増（＋５１億円）等が主な要因。  

 

  ※平成２８年度予算（肉付け等含む）： 

    平成２８年度当初予算、６月補正（通常分）、９月補正（通常分）の合計。平成２８年６月に発生した梅雨前線による豪雨被害に 

            係る予算（２４６億円）を含む。 

平成2８年度 
予算（肉付含む） 

7,858億円【4.3％】 

（単位：百万円） 

（  ）内は構成比 

【  】内は前年度増減率 

・県税 
155.492 
（19.8%） 
【3.4％】 

・地方交付税 
217,155（27.6%）【1.7％】 
・地方特例交付金 
499 （0.1%）【▲1.5％】 ・地方消費税清算金 

66,289 （8.4%）【6.4％】 
・地方譲与税 
27,751 （3.5%）【▲8.4％】 
・交通安全対策特別交付金 
383 （0.1%）【3.6％】 

・県債 
100,265（12.8%）【4.3％】 

・国庫支出金
126,333（16.1%） 
【15.0％】  

・分担金及び負担金 
3,580（0.5%）【▲8.9％】 
・使用料及び手数料 
10,243（1.3%）【11.8％】 
・諸収入 
39,018（5.0%）【14.4％】 
・繰入金 
32,068（4.1%）【▲22.9％】 

（注）各項目につい
ての計数は、表示
単位未満を四捨五
入したものであり、
その内訳は合計と
一致しない場合が
ある。 



■ 平成２８年度予算（肉付け含む）は、平成２７年度当初予算と比べると、３２０億円の増加となった。 

  これは、高齢化の進展等に伴う扶助費の増（＋２９億円）等が主な要因。  

   

■ 公債費は、臨時財政対策債の償還が増加する一方で、通常債の償還が減少することから、前年度比２．２％の減を見 

 込む。 

（単位：百万円） 

（  ）内は構成比 

【  】内は前年度増減率 

・教育費 
170,794 （21.7%） 
【0.9％】 

・公債費 
112,638 （14.3%） 
【▲2.2％】 

・民生費 
98,079（12.5%） 
【3.7％】 

・土木費 
76,995（9.8%） 
【▲1.8％】 

・衛生費 
57,404（7.3%） 
【▲0.9％】 

・農林水産業費 
63,317（8.1%）
【3.1％】 

・警察費 
37,862（4.8%） 
【▲0.3％】 

・商工費 
32,220 （4.1%） 
【16.4％】 

・総務費 
37,067（4.7%） 
【9.3％】 

・労働費 
2,564（0.3%） 
【▲8.5％】 

・災害復旧費 
22,390（2.9%） 
【376.5％】 

・諸支出金・議会費・予備費 
74,518 （10.8%）【6.6％】 

平成２8年度 
予算（肉付含む） 

7,858億円 

・人件費 
211,235（26.9%） 
【0.3％】 

・扶助費 
100,459 （12.8%） 
【3.0％】 

・公債費 
1112,442（14.3%） 
【▲2.2％】 

・物件費 
24.587 （3.1%） 
【3.3％】 
 

・その他 
178,528（22.7%） 
【4.2％】 

・普通建設事業費 
126,027（16.0%） 
【5.6％】 

・国直轄事業負担金 
10,179（1.3%） 
【▲9.6％】 

・義務的経費 
424,136（54.0%） 
【0.2％】 

・その他 
203,114（25.8%） 
【4.1％】 

・投資的経費 
158,596 （20.2%） 
【▲17.2％】 

平成28年度 
予算（肉付含む） 

7,858億円 

（注）各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。 

（＊）通常債：普通会計債から臨時財政対策債、減収補てん債（交
付税措置のある75%分に限る。）を除いたもの。 

・災害復旧事業費 
22,390（2.9%） 
【376.5％】 



■ 平成１６年度に初めて全国型市場公募債を発行し、平成２１年度からは毎年度、個別債２００億円、共同債３００億 

 円の併せて５００億円を発行 

 

■ 個別債は、今年度、７月に５年債１００億円、１０月に１０年債１００億円を発行 

 

■ 平成２８年１０月発行の１０年債は、「第５回くまもとが好きだモン債」として発行 

  （第１回を平成26年10月発行の10年債に発行。以後、年に2回、7月と10月に発行） 
 

（注１）共同債は、全国型市場公募債を発行する地方公共団体（36団体）が共同して発行する債券。 

（注２）発行計画は、年度途中に変更する場合がある。 
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■ 個別債は、７月に５年債100億円、10月に10年債100億円を発行。 

■ 共同債は、年６回発行予定。 

■ 平成15年度に初めて住民参加型市場公募債を30億円（５年債）発行。 

■ 平成16年度に全国型市場公募債を100億円（10年債）を発行。 

■ 平成17年度から平成20年度まで、個別債を300億円発行。 

■ 平成18年度から、共同債300億円を発行。 

■ 平成21年度からは個別債200億円、共同債300億円を発行。 

■  平成28年度についても、個別債200億円、共同債300億円を発行予定。 

（億円） 

（単位：億円） 
（グラフ上より） 



■ 熊本県総務部財政課起債班 

●〒862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目18番１号 

●TEL：096-333-2084 

●FAX：096-382-7815 

●e-mail：zaisei@pref.kumamoto.lg.jp 

●HPアドレス：http://www.pref.kumamoto.jp/ 

・本資料は投資家向けに情報提供するものであり、投資に関する売買等 
 の取引を提案、勧誘、助言するものではありません。 
・本資料に掲載している情報は、修正される場合があります。 


